


















（quasi-autonomous non-governmental organisations、以下 Quango）が、なぜ、どのように再編
されたのか、またそれによって教育行政にいかなる変化を生じているかを明らかにすることを目
的とする。

















































　イギリスにおいて、Quango を扱った研究は相当数ある。しかし、2010年以後の Quango 改
革の研究については、特にバーミンガム大学とシェッフィールド大学の共同研究が重要である。
この研究の中心人物は、ドメット（Dommett, K.）、フリンダース（Flinders, M.）、スケルヒャー








て、イギリス連立政権下で進んだ Quango 改革の動きの中で、教育関係の Quango がどう再編
されたか、またそのことによって教育行政がどう変容し、どのような意味を持つか等について
検討しようとするものである。













































































































及び評価評議会（School Examination and Assessment Council）が設けられたことに起源を
もつ。その後幾度かの再編を経て、2009年の実習・技能・児童・学習者法（Apprenticeships, 































　　　　　　　　　　（British Educational Communication and Technology Agency）


































































なわち、児童及び家庭関係裁判助言支援サービス（Children and Family Court Advisory and 
Support Service）、児童委員会、学校のためのパートナーシップ、教師養成及び職能成長支
援機関、全国学校管理者支援組織、学校補助職員交渉機関（School Support Staff Negotiating 
Body）、児童関係職務従事者職能成長評議会（Children’s Workforce Developmental Council）、































































⑴全国教職及び教育管理職支援機関（National College for Teaching and Leadership）24）
　全国教職及び教育管理職支援機関は、2000年に非政府組織として設置され活動を続けてきた
全国学校管理職支援組織（National College for School Leadership）を母体としている。これは、
教育省関係 Quango 再編の結果、2012年に教育省に設置された執行機関として組織替えを行い、





























































































































































































Council）を経て、1992年に設置された高等教育財政支援評議会（Higher Education Funding Council）
に引き継がれた。この評議会は、高等教育の所管が2009年に事業・革新・技能省（Department for 
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